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知
的
財
産
権
の
「
開
国
」
を
巡
る
日
本
と
欧
米
諸
国 

―
―
日
独
通
商
航
海
条
約
か
ら
日
本
の
パ
リ
条
約
と
ベ
ル
ヌ
条
約
加
盟
ま
で
―
―
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一
、
は
じ
め
に

二
、
実
施
へ
の
日
本
の
対
応

三
、
実
施
へ
の
英
独
の
対
応

四
、
お
わ
り
に一

、
は
じ
め
に

　

明
治
二
九
（
一
八
九
六
）
年
一
一
月
一
八
日
、
日
独
通
商
航
海
条
約
が
批
准
交
換
さ
れ
、
特
許
、
商
標
、
意
匠
の
保
護
（
以
下
、

単
に
「
特
許
等
の
保
護
」
と
い
う
）
が
、
新
た
に
外
国
人
に
も
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た（

（
（

。
従
来
、
日
本
で
は
、
外
国
人
の
特
許
等

は
保
護
さ
れ
な
か
っ
た
。
所
謂
不
平
等
条
約
の
原
則
に
基
づ
き
、
特
許
条
例
等
の
日
本
の
法
令
が
外
国
人
に
適
用
さ
れ
な
か
っ
た
た

め
で
あ
る
。
こ
の
結
果
、
日
本
人
に
よ
る
欧
米
諸
国
の
特
許
等
の
模
倣
が
相
次
ぎ
、
こ
れ
に
不
満
を
抱
い
た
欧
米
諸
国
と
、
日
本
と

の
間
で
当
時
懸
案
と
な
っ
て
い
た
条
約
改
正
交
渉
に
お
い
て
決
着
が
図
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
、
先
述
の
よ
う
に
、
日
独
通
商
航
海
条



518

法学研究 97 巻 1 号（2024：1）

約
が
批
准
交
換
さ
れ
、
ま
ず
は
ド
イ
ツ
と
の
間
で
特
許
等
の
保
護
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た（

（
（

。

　

そ
の
後
、
日
本
は
他
の
欧
米
諸
国
と
の
間
で
も
特
許
等
の
保
護
を
実
施
す
る
こ
と
で
合
意
し
、
明
治
三
二
（
一
八
九
九
）
年
に
は
、

特
許
法
、
商
標
法
、
意
匠
法
、
著
作
権
法
を
そ
れ
ぞ
れ
制
定
す
る
と
共
に
、「
工
業
所
有
権
の
保
護
に
関
す
る
パ
リ
条
約
」（
以
下
、

単
に
「
パ
リ
条
約
」
と
い
う
）
と
、「
文
学
的
及
び
美
術
的
著
作
物
の
保
護
に
関
す
る
ベ
ル
ヌ
条
約
」（
以
下
、
単
に
「
ベ
ル
ヌ
条
約
」

と
い
う
）
に
加
盟
す
る
こ
と
に
な
っ
た（

（
（

。

　

従
来
、
明
治
二
九
（
一
八
九
六
）
年
の
日
独
通
商
航
海
条
約
批
准
交
換
か
ら
、
明
治
三
二
（
一
八
九
九
）
年
の
日
本
の
パ
リ
条
約

と
ベ
ル
ヌ
条
約
加
盟
に
至
る
過
程
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
知
的
財
産
権（

（
（

史
や
条
約
改
正
史
等
で
は
余
り
明
ら
か
に
さ
れ
て
こ
な
か
っ

た
（
（
（

。

　

し
か
し
、
当
該
過
程
は
、
我
が
国
の
知
的
財
産
権
に
お
い
て
、
い
わ
ば
「
開
国
」
と
呼
べ
る
も
の
で
あ
り
、
一
つ
の
転
換
点
で

あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。
実
際
、
国
内
で
は
、
今
後
外
国
技
術
や
文
化
の
模
倣
に
少
な
か
ら
ず
制
約
が
課
せ
ら
れ
る
の
で
は
な
い
か
等

の
懸
念
が
示
さ
れ
て
い
た（

（
（

。

　

ま
た
、
欧
米
諸
国
で
も
、
新
た
に
日
本
で
特
許
等
の
保
護
が
認
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
は
少
な
か
ら
ず
関
心
を
集
め
た
よ

う
で
あ
り
、
明
治
三
〇
（
一
八
九
七
）
年
に
は
、
外
国
人
の
商
標
登
録
件
数
が
日
本
人
の
そ
れ
を
上
回
る
程
で
あ
っ
た（

（
（

。

　

そ
こ
で
、
以
下
で
は
、
当
該
過
程
に
お
い
て
、
日
本
と
欧
米
諸
国
（
特
に
英
独
）
の
間
で
ど
の
よ
う
な
対
応
が
取
ら
れ
た
の
か
に

つ
い
て
明
ら
か
に
す
る
。
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二
、
実
施
へ
の
日
本
の
対
応

（
一
）　

特
許
条
例
と
商
標
条
例
の
解
釈
の
検
討

　

明
治
二
九
（
一
八
九
六
）
年
九
月
、
第
二
次
松
方
内
閣
が
成
立
し
、
同
年
一
一
月
一
二
日
、
新
条
約
実
施
に
伴
う
対
応
を
検
討
す

る
た
め
、
樺
山
資
紀
内
相
を
委
員
長
と
す
る
条
約
実
施
準
備
委
員
会
が
設
置
さ
れ
た（

（
（

。
同
委
員
会
で
は
特
許
等
の
保
護
に
つ
い
て
も

検
討
さ
れ
た
。
具
体
的
に
は
、
内
国
民
待
遇
が
規
定
さ
れ
た
日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条（

（
（

の
解
釈
、
外
国
人
出
願
の
手
続
き
に
つ

い
て
規
定
さ
れ
た
農
商
務
省
令
第
九
号（

（1
（

案
、
及
び
不
登
録
事
由
が
規
定
さ
れ
た
特
許
条
例
第
二
条
第
三
項（

（1
（

と
商
標
条
例
第
二
条
第
三

項
（
（1
（

の
解
釈
に
つ
い
て
で
あ
る（

（1
（

。

　

日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条
の
解
釈
に
つ
い
て
は
、
最
恵
国
待
遇
に
よ
り
直
ち
に
第
三
国
に
均
霑
す
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
、

特
許
を
受
け
又
は
意
匠
商
標
の
登
録
を
受
け
る
ド
イ
ツ
人
は
そ
の
事
項
に
つ
い
て
日
本
の
裁
判
権
に
服
す
る
こ
と
、
が
検
討
さ
れ
た（

（1
（

。

農
商
務
省
令
第
九
号
案
に
つ
い
て
は
、
特
に
修
正
等
は
加
え
ら
れ
ず（

（1
（

、
同
月
二
〇
日
に
布
告
さ
れ
た
。

　

特
許
条
例
第
二
条
第
三
項
と
商
標
条
例
第
二
条
第
三
項
の
解
釈
に
つ
い
て
は
、
日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条
実
施
後
、
以
下
の

よ
う
に
解
釈
す
る
と
さ
れ
た
。
即
ち
、
特
許
条
例
第
二
条
第
三
項
に
つ
い
て
は
、
①
批
准
交
換
後
条
約
公
布
前
に
外
国
で
既
に
特
許

を
得
た
も
の
に
は
特
許
を
与
え
な
い
こ
と
、
②
条
約
公
布
後
で
も
、
本
邦
の
法
令
に
基
づ
き
出
願
以
前
に
お
い
て
外
国
で
特
許
を
得

た
も
の
も
特
許
を
与
え
な
い
こ
と
、
③
条
約
公
布
後
、
日
本
に
お
い
て
特
許
を
得
よ
う
と
す
る
も
の
は
、
先
ず
日
本
に
出
願
す
る
か
、

又
は
外
国
に
出
願
す
る
と
同
時
に
日
本
に
出
願
し
な
け
れ
ば
、
特
許
を
与
え
な
い
こ
と
、
④
日
本
と
外
国
に
同
時
出
願
し
た
場
合
、

日
本
よ
り
特
許
を
与
え
な
い
以
前
に
外
国
か
ら
特
許
を
与
え
ら
れ
た
と
し
て
も
、
特
許
を
受
け
る
権
利
に
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
こ
と
、

と
さ
れ
た（

（1
（

。

　

ま
た
、
商
標
条
例
第
二
条
第
三
項
の
解
釈
に
つ
い
て
は
、
①
条
約
実
施
前
に
お
い
て
「
他
人
ノ
登
録
商
標
」
及
び
「
他
人
ノ
使
用
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ス
ル
商
標
」
と
は
、
日
本
人
が
受
け
た
登
録
商
標
及
び
日
本
人
が
日
本
で
使
用
す
る
商
標
と
し
、
②
条
約
実
施
後
に
お
い
て
「
他
人

ノ
登
録
商
標
」
及
び
「
他
人
ノ
使
用
ス
ル
商
標
」
と
は
、
内
外
人
が
日
本
で
受
け
た
登
録
商
標
及
び
内
外
人
が
日
本
で
使
用
す
る
商

標
と
さ
れ
た（

（1
（

。
そ
し
て
、
か
か
る
解
釈
を
行
っ
た
場
合
、
①
日
本
人
が
条
約
実
施
前
に
登
録
を
受
け
た
商
標
に
つ
い
て
、
外
国
人
が

外
国
で
受
け
た
登
録
商
標
又
は
条
約
実
施
前
に
出
願
に
先
立
ち
外
国
人
が
既
に
日
本
国
内
又
は
日
本
国
外
で
使
用
す
る
商
標
と
同
一

若
し
く
は
類
似
で
あ
っ
た
と
し
て
も
、
商
標
条
例
第
十
条（

（1
（

に
よ
っ
て
無
効
に
な
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
、
②
条
約
実
施
後
、
日
本
人

の
受
け
た
登
録
商
標
に
つ
い
て
、
外
国
人
が
日
本
で
受
け
た
登
録
商
標
又
は
条
約
実
施
後
出
願
に
先
立
ち
外
国
人
が
日
本
で
使
用
す

る
商
標
と
同
一
若
し
く
は
類
似
で
あ
る
と
き
は
、
商
標
条
例
第
第
十
条
に
よ
っ
て
無
効
に
な
る
と
さ
れ
た（

（1
（

。

　

前
述
の
解
釈
は
、
農
商
務
相
の
押
印
等
が
加
え
ら
れ
た
上
で
、
同
年
一
一
月
一
六
日
付
松
方
首
相
宛
書
簡
に
記
載
さ
れ
、（

（2
（

実
際
に

外
国
人
出
願
に
対
し
て
適
用
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
以
下
の
事
例
か
ら
分
か
る
。
即
ち
、
明
治
三
一
（
一
八
九
八
）
年
八
月
、
中
田
敬

義
外
務
省
政
務
局
長
は
、
他
国
で
特
許
を
得
た
も
の
は
日
本
へ
出
願
し
た
と
し
て
も
、
出
願
以
前
に
公
に
用
い
ら
れ
た
も
の
と
し
て

認
め
ら
れ
な
い
の
か
、
ま
た
、
日
本
で
特
許
を
得
よ
う
と
す
る
な
ら
ば
、
日
本
と
他
国
に
同
時
出
願
す
る
か
、
先
に
日
本
へ
出
願
す

る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
の
か
と
、
問
い
合
わ
せ
を
行
っ
た（

（2
（

。
こ
れ
に
対
し
、
柳
谷
謙
太
郎
農
商
務
省
特
許
局
長
は
「
当
局
ニ
於
テ
ハ

従
来
御
意
見
ト
同
一
ノ
解
釈
テ
方
針
ヲ
以
テ
処
分
致
来
候（

（2
（

」
と
、
中
田
政
務
局
長
の
「
御
意
見
ト
同
一
ノ
解
釈
」、
即
ち
他
国
で
特

許
を
得
た
も
の
は
出
願
以
前
に
公
に
用
い
ら
れ
た
も
の
と
し
て
認
め
ら
れ
ず
、
日
本
で
特
許
を
得
よ
う
と
す
る
な
ら
ば
、
他
国
と
同

時
出
願
す
る
か
、
日
本
へ
先
に
出
願
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
い
う
解
釈
に
基
づ
い
て
対
処
し
て
い
る
と
回
答
し
た
。

　

或
い
は
、
明
治
三
一
（
一
八
九
八
）
年
七
月
の
商
標
審
決
第
二
七
九
号
で
は
、
審
決
請
求
人
（
イ
ギ
リ
ス
人
）
が
被
請
求
人
（
日
本

人
）
に
よ
っ
て
登
録
さ
れ
た
商
標
は
、
請
求
人
に
よ
っ
て
以
前
（
明
治
一
九
（
一
八
八
六
）
年
）
か
ら
日
本
で
使
用
さ
れ
て
き
た
商
標

と
類
似
し
て
お
り
、
商
標
条
例
第
二
条
第
三
号
に
該
当
し
、
無
効
で
あ
る
等
と
主
張
し
た
。
こ
れ
に
対
し
、
柳
谷
特
許
局
審
判
長
は
、

商
標
条
例
第
二
条
第
三
号
の
「
他
人
」
と
は
、
同
条
例
の
保
護
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
者
で
あ
っ
て
、
被
請
求
人
が
出
願
し
た
当
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時
（
明
治
二
四
（
一
八
九
一
）
年
）
に
お
い
て
、
請
求
人
は
同
条
例
の
保
護
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ず
、
た
と
え
そ
れ
以
前
よ
り
も
類

似
の
商
標
を
使
用
し
て
い
た
と
し
て
も
、
当
該
商
標
は
商
標
条
例
第
二
条
第
三
号
に
該
当
す
る
も
の
は
い
え
な
い
と
し
て
、
請
求
人

の
主
張
を
退
け
た（

（2
（

。

　

日
本
は
、
前
述
の
解
釈
に
よ
っ
て
、
特
許
に
つ
い
て
は
、
手
続
き
上
の
制
限
を
設
け
外
国
人
出
願
を
極
力
排
除
し
、
商
標
に
つ
い

て
は
、
た
と
え
外
国
商
標
と
類
似
し
て
い
た
と
し
て
も
、
既
に
日
本
人
に
よ
っ
て
登
録
さ
れ
た
日
本
商
標
を
保
護
す
る
こ
と
で
、

「
開
国
」
に
よ
る
国
内
産
業
界
へ
の
影
響
を
最
小
限
に
抑
え
よ
う
と
し
て
い
た
。

（
二
）　

標
章
の
国
際
登
録
に
関
す
る
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
及
び
原
産
地
表
示
に
関
す
る
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
拒
否

　

明
治
三
一
（
一
八
九
八
）
年
五
月
、
パ
リ
条
約
と
ベ
ル
ヌ
条
約
へ
の
加
盟
準
備
を
進
め
て
い
た
日
本
に
と
っ
て
、
新
た
な
懸
案
が

持
ち
上
が
る
こ
と
に
な
っ
た
。
加
盟
手
続
き
の
調
査
を
指
示
さ
れ
て
い
た（

（2
（

高
平
小
五
郎
駐
オ
ー
ス
ト
リ
ア
日
本
公
使
か
ら
、
パ
リ
条

約
加
盟
時
に
「
商
工
標
列
国
連
合
登
記
及
商
品
製
造
地
詐
記
ニ
付
テ
ノ
罰
則
ニ
関
シ
テ
千
八
百
九
十
一
年
四
月
十
四
日
「
マ
ド
リ
ッ

ド
」
会
議
ニ
テ
約
定
セ
ル
二
ヶ
ノ
取
極
書
」（
以
下
、
そ
れ
ぞ
れ
単
に
「
標
章
の
国
際
登
録
に
関
す
る
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
」、「
原
産
地
表
示

に
関
す
る
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
」
と
い
い
、
両
者
を
ま
と
め
る
際
は
単
に
「
両
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
」
と
い
う
）
に
も
加
入
す
る
か
否
か
、
ベ
ル

ヌ
条
約
加
盟
時
に
「
千
八
百
九
十
六
年
五
月
四
日
巴
里
ニ
テ
調
印
シ
タ
ル
付
約
及
解
釈
的
宣
言
」（
以
下
、
単
に
「
ベ
ル
ヌ
条
約
パ
リ

追
加
規
定
」
と
い
う
）
に
も
加
入
す
る
か
否
か
を
、
条
約
事
務
局
に
通
知
す
る
必
要
が
あ
る
等
と
報
告
さ
れ
た
か
ら
で
あ
る（

（2
（

。

　

ま
た
、
同
年
一
二
月
に
は
、
フ
ラ
ン
ス
か
ら
、
日
本
の
パ
リ
条
約
と
ベ
ル
ヌ
条
約
の
加
盟
日
に
つ
い
て
照
会
が
な
さ
れ
、
そ
の
際
、

明
治
二
九
（
一
八
九
六
）
年
の
日
仏
通
商
航
海
条
約
付
属
議
定
書
第
三（

（2
（

の
「
工
業
ノ
所
有
権
ノ
保
護
ニ
関
ス
ル
列
国
同
盟
条
約
」
と

は
、
パ
リ
条
約
、
原
産
地
表
示
に
関
す
る
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
の
こ
と
で
あ
り
、「
版
権
ノ
保
護
ニ
関
ス
ル
列
国
同
盟
条
約
」
と
は
、

ベ
ル
ヌ
条
約
、
ベ
ル
ヌ
条
約
パ
リ
追
加
規
定
の
こ
と
で
あ
る
た
め
、
日
本
は
こ
れ
ら
全
て
に
加
盟
す
る
必
要
が
あ
る
と
伝
え
ら
れ
る
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こ
と
に
な
っ
た（

（2
（

。
ア
ト
ノ
ー
（A

.A
. Gabriel H

anotaux

）
仏
外
相
は
、
日
本
が
議
定
書
第
三
の
内
容
を
完
全
に
履
行
す
る
か
ど
う

か
に
つ
い
て
疑
念
を
抱
い
て
お
り
、
日
本
に
対
し
て
念
を
押
す
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
た（

（2
（

。

　

こ
れ
に
対
し
、
日
本
は
、
パ
リ
条
約
と
ベ
ル
ヌ
条
約
加
盟
は
当
然
で
あ
り
、
ベ
ル
ヌ
条
約
パ
リ
追
加
規
定
に
は
加
盟
す
る
も
の
の
、

両
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
に
は
加
盟
し
な
い
こ
と
を
決
定
し
た（

（2
（

。
農
商
務
省
が
加
盟
に
難
色
を
示
し
て
い
た
か
ら
で
あ
る（

（3
（

。
そ
の
理
由
と

し
て
、
同
省
は
、
①
両
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
は
パ
リ
条
約
に
基
づ
く
特
別
条
約
で
あ
り
、
パ
リ
条
約
加
盟
国
で
あ
り
な
が
ら
両
マ
ド

リ
ッ
ド
協
定
に
加
盟
し
て
い
な
い
国
が
あ
る
こ
と
、
②
欧
米
諸
国
と
の
通
商
航
海
条
約
に
よ
っ
て
日
本
に
は
パ
リ
条
約
へ
の
加
盟
義

務
が
あ
る
も
の
の
、
同
時
に
両
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
に
加
盟
す
る
こ
と
を
約
束
し
た
も
の
で
は
な
い
こ
と
、
③
ス
イ
ス
政
府
か
ら
両
マ

ド
リ
ッ
ド
協
定
へ
の
加
盟
を
強
要
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
、
④
日
本
の
「
商
工
業
ノ
現
状
」
か
ら
考
察
す
れ
ば
加
盟
に
よ
る
利
益
が
認

め
難
い
こ
と
、
⑤
両
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
に
対
す
る
調
査
が
十
分
に
終
わ
っ
て
い
な
い
こ
と
等
を
挙
げ
て
い
る（

（3
（

。
日
本
は
、
両
マ
ド

リ
ッ
ド
協
定
に
対
し
て
、
国
内
産
業
界
へ
の
影
響
を
見
極
め
よ
う
と
慎
重
姿
勢
を
崩
す
こ
と
は
な
く
、
不
安
要
因
に
つ
い
て
は
極
力

排
除
し
た
い
と
し
て
い
た
。

　

し
か
し
、
フ
ラ
ン
ス
は
依
然
日
本
に
対
し
て
原
産
地
表
示
に
関
す
る
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
へ
の
加
盟
を
強
く
求
め（

（3
（

、
イ
ギ
リ
ス
に
対

し
て
協
調
行
動
を
求
め
る
こ
と
に
な
っ
た（

（3
（

も
の
の
、
イ
ギ
リ
ス
の
姿
勢
は
フ
ラ
ン
ス
が
期
待
し
た
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
ア
ル
マ
ン

（Jules H
arm

and

）
駐
日
仏
公
使
は
「
イ
ギ
リ
ス
の
同
僚
が
私
の
後
に
続
き
、
私
を
支
持
し
て
く
れ
る
こ
と
が
必
要
で
し
た
。
し
か

し
、
こ
の
同
僚
は
あ
ま
り
熱
心
で
は
な
い
よ
う
に
思
え
ま
し
た（

（3
（

」
と
、
イ
ギ
リ
ス
か
ら
積
極
的
な
支
持
を
得
ら
れ
ず
、
こ
れ
以
上
の

要
求
は
断
念
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。
ソ
ー
ル
ズ
ベ
リ
ー
（3rd M

arquis of Salisbury

）
英
外
相
と
し
て
は
、
日
本
に
は
パ
リ
条

約
加
盟
の
義
務
が
あ
る
だ
け
で
あ
り
、
同
条
約
の
特
別
条
約
で
あ
る
原
産
地
表
示
に
関
す
る
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
に
ま
で
加
盟
す
る
義

務
が
あ
る
と
は
考
え
て
い
な
か
っ
た（

（3
（

。
こ
の
た
め
、
サ
ト
ウ
（Sir Ernest M

. Satow

）
駐
日
英
公
使
も
「
日
本
政
府
は
こ
の
問
題

に
関
し
て
彼
ら
に
任
さ
れ
た
条
約
の
義
務
は
な
い
と
確
信
し
て
お
り
、
現
時
点
で
条
約
の
厳
密
な
文
言
を
超
え
た
妥
協
を
す
る
こ
と
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は
な
い
と
思
わ
れ
ま
す（

（3
（

」
と
、
日
本
の
姿
勢
か
ら
こ
れ
以
上
の
要
求
は
無
意
味
で
あ
る
と
し
て
、
加
盟
を
強
く
求
め
る
こ
と
に
消
極

的
な
姿
勢
を
示
し
て
い
た
。

　

そ
の
後
、
日
本
は
、
明
治
三
二
年
三
月
、
パ
リ
条
約
、
ベ
ル
ヌ
条
約
、
ベ
ル
ヌ
条
約
パ
リ
追
加
規
定
に
加
盟
す
る
も
の
の
、
両
マ

ド
リ
ッ
ド
協
定
に
は
加
盟
し
な
い
こ
と
、
発
効
日
を
七
月
一
五
日
と
す
る
こ
と
等
決
定
し
、
こ
れ
ら
を
ス
イ
ス
政
府
に
通
知
す
る
よ

う
高
平
小
五
郎
駐
ス
イ
ス
日
本
公
使
に
指
示
を
出
す
こ
と
に
な
っ
た（

（3
（

。
そ
し
て
、
高
平
公
使
は
同
年
四
月
一
八
日
付
で
ス
イ
ス
大
統

領
に
そ
の
旨
を
伝
え（

（3
（

、
同
年
七
月
一
五
日
、
日
本
に
お
い
て
、
パ
リ
、
ベ
ル
ヌ
両
条
約
が
発
効
す
る
こ
と
に
な
っ
た（

（3
（

。

三
、
実
施
へ
の
英
独
の
対
応

（
一
）　
「
特
許
意
匠
商
標
ノ
相
互
保
護
ニ
関
ス
ル
日
英
議
定
書
」
の
調
印

　

明
治
二
九
（
一
八
九
六
）
年
一
一
月
、
サ
ト
ウ
英
公
使
は
、
大
隈
重
信
外
相
か
ら
日
独
通
商
航
海
条
約
が
間
も
な
く
批
准
交
換
さ

れ
る
見
込
み
で
あ
る
こ
と
等
を
理
由
に
、
明
治
二
七
（
一
八
九
四
）
年
の
日
英
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条（

（4
（

の
実
施
を
打
診
さ
れ
る
こ

と
に
な
っ
た（

（4
（

。
大
隈
は
、
実
施
日
に
つ
い
て
、
日
独
通
商
航
海
条
約
批
准
交
換
後
で
あ
れ
ば
イ
ギ
リ
ス
に
一
任
す
る
と
し
つ
つ
も
、

そ
の
際
は
、
①
イ
ギ
リ
ス
人
に
も
日
本
で
の
特
許
等
の
保
護
を
認
め
る
代
わ
り
に
、
イ
ギ
リ
ス
も
特
許
等
に
関
す
る
日
本
の
裁
判
権

を
容
認
す
る
、
②
前
案
に
同
意
で
き
な
い
場
合
、
イ
ギ
リ
ス
人
に
も
日
本
で
の
特
許
等
の
保
護
を
認
め
る
代
わ
り
に
、
特
許
等
に
関

し
て
イ
ギ
リ
ス
は
日
本
の
法
令
に
基
づ
い
て
領
事
裁
判
を
行
う
、
と
い
う
二
案
を
提
示
す
る
こ
と
に
な
っ
た（

（4
（

。

　

こ
れ
に
対
し
、
英
外
務
省
で
は
、
当
初
、
特
許
等
に
関
す
る
裁
判
権
の
放
棄
に
つ
い
て
容
認
す
る
姿
勢
も
示
さ
れ
て
い
た
。
例
え

ば
、
ベ
ル
ニ
ュ
（Sir John H

enry Gibbs Bergne

）
英
外
務
省
条
約
局
長
は
「
枢
密
院
令
が
修
正
さ
れ
れ
ば
、
完
全
に
実
現
で
き

る
か
も
し
れ
な
い
が
、
日
本
の
法
廷
で
の
救
済
が
効
果
的
で
あ
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
判
断
で
き
な
い（

（4
（

」
と
し
つ
つ
も
、「
裁
判



524

法学研究 97 巻 1 号（2024：1）

権
放
棄
の
た
め
覚
書
の
交
換
が
可
能
で
あ
る
。
し
か
し
、
そ
の
前
に
法
務
官
（T

he Law
 O

ffi
cers

）
に
相
談
す
る
の
が
良
い
か
も

知
れ
な
い
。
も
し
彼
ら
が
問
題
な
い
と
判
断
す
る
な
ら
ば
、
サ
ト
ウ
英
公
使
に
対
し
て
、
ま
ず
日
本
の
裁
判
所
に
お
い
て
イ
ギ
リ
ス

人
の
た
め
の
救
済
措
置
を
獲
得
す
る
よ
う
指
示
し
て
も
良
い（

（4
（

」
と
の
姿
勢
を
示
し
て
い
た
。
ベ
ル
ニ
ュ
は
、
日
本
の
裁
判
所
を
完
全

に
は
信
頼
し
て
い
な
か
っ
た
も
の
の
、
法
務
官
が
認
め
る
な
ら
ば
、
特
許
等
に
関
す
る
裁
判
権
を
放
棄
す
る
代
わ
り
に
、
日
本
の
裁

判
所
に
お
い
て
イ
ギ
リ
ス
人
が
英
商
標
の
侵
害
等
で
救
済
さ
れ
る
措
置
を
得
る
こ
と
も
検
討
し
て
い
た
。
英
外
務
省
で
は
、
日
本
人

に
よ
る
英
商
標
侵
害
等
に
つ
い
て
、
イ
ギ
リ
ス
人
は
日
本
の
裁
判
所
で
日
本
人
を
訴
え
る
こ
と
が
で
き
ず
、
非
常
に
不
利
な
立
場
に

置
か
れ
て
い
る
と
不
満
が
示
さ
れ
て
い
た（

（4
（

。
こ
の
た
め
、
大
隈
の
提
案
に
対
し
て
必
ず
し
も
強
い
拒
否
姿
勢
は
示
さ
れ
ず
、
法
務
官

に
意
見
を
求
め
る
こ
と
に
な
っ
た（

（4
（

。

　

し
か
し
、
法
務
官
が
枢
密
院
令
の
修
正
に
難
色
を
示
し
た
と
思
わ
れ
、
結
局
、
英
外
務
省
は
「
日
本
の
治
外
法
権
（extra-

territorial jurisdiction

）
に
関
す
る
枢
密
院
令
が
有
効
に
存
続
す
る
限
り
、
い
ず
れ
の
案
に
も
同
意
す
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ
る（

（4
（

」

と
の
姿
勢
を
示
す
こ
と
に
な
っ
た
。

　

こ
の
結
果
、
サ
ト
ウ
英
公
使
は
大
隈
に
対
し
て
い
ず
れ
の
案
も
拒
否
す
る
旨
を
伝
え（

（4
（

、
大
隈
は
こ
の
問
題
を
「
将
来
ノ
討
議
」
と

し
、
先
に
実
施
日
を
決
定
す
る
こ
と
を
提
案（

（4
（

、
両
者
の
間
で
実
施
日
の
調
整
が
行
わ
れ（

（5
（

、
明
治
三
〇
（
一
八
九
七
）
年
一
月
四
日
、

日
英
間
で
特
許
等
の
保
護
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た（

（5
（

。

　

そ
し
て
、
同
月
末
に
は
、
ソ
ー
ル
ズ
ベ
リ
英
外
相
は
加
藤
高
明
駐
英
日
本
公
使
に
対
し
て
、
特
許
等
に
関
す
る
裁
判
権
に
つ
い
て

他
国
が
放
棄
す
れ
ば
、
イ
ギ
リ
ス
も
同
様
に
放
棄
す
る
旨
伝
え（

（5
（

、
翌
二
月
に
議
定
書
案
が
作
成
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た（

（5
（

。
同
案
で
は
、

前
文
に
お
い
て
、
明
治
二
七
（
一
八
九
四
）
年
の
日
英
通
商
航
海
条
約
に
よ
っ
て
イ
ギ
リ
ス
の
領
事
裁
判
権
は
廃
止
さ
れ
、
日
英
の

合
意
に
よ
り
明
治
二
九
（
一
八
九
六
）
年
の
日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条（

（5
（

が
一
八
九
七
年
一
月
四
日
か
ら
イ
ギ
リ
ス
人
に
も
適
用

さ
れ
る
旨
が
宣
言
さ
れ
た
。
第
一
条
で
は
、
イ
ギ
リ
ス
は
特
許
、
商
標
、
及
び
意
匠
に
つ
い
て
、
全
て
の
治
外
法
権
を
放
棄
す
る
こ



525

知的財産権の「開国」を巡る日本と欧米諸国

と
、
第
二
条
で
は
、
明
治
二
九
（
一
八
九
六
）
年
の
日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条（

（5
（

の
利
益
を
享
受
し
て
い
る
全
て
の
国
が
、
特
許
、

商
標
、
及
び
意
匠
に
関
し
て
、
そ
の
よ
う
な
治
外
法
権
を
放
棄
す
る
ま
で
、
第
一
条
は
効
力
を
発
揮
し
な
い
こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い

た
（
（5
（

。

　

こ
れ
に
対
し
、
加
藤
公
使
か
ら
、
日
英
間
で
の
特
許
等
の
保
護
の
実
施
は
、
前
述
の
日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条
に
基
づ
く
最

恵
国
待
遇
に
よ
る
も
の
で
は
な
い
と
の
異
議
を
受
け
る
こ
と
に
な
っ
た（

（5
（

。
こ
の
た
め
、
修
正
案
が
作
成
さ
れ
、
前
文
で
は
明
治
二
七

（
一
八
九
四
）
年
の
日
英
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条（

（5
（

が
直
ち
に
実
施
さ
れ
る
旨
に
、
第
二
条
で
は
「
明
治
二
七
（
一
八
九
四
）
年
の
日

英
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条
の
利
益
を
享
受
し
て
い
る
全
て
の
国
」
へ
と
、
そ
れ
ぞ
れ
修
正
さ
れ
た（

（5
（

。

　

そ
の
後
、
英
商
務
省
（T

he Board of T
rade

）
等
と
も
調
整
が
行
わ
れ
、
第
一
条
で
は
「
英
国
臣
民
ノ
犯
罪
ヲ
処
断
ス
ル
為
メ
」

と
の
一
節
が
、
第
二
条
で
は
「
其
ノ
自
国
臣
民
若
ハ
人
民
ノ
犯
罪
ヲ
処
断
ス
ル
」
と
の
一
節
が
、
そ
れ
ぞ
れ
追
加
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
た（

（6
（

。
更
に
、
前
文
に
つ
い
て
は
加
藤
公
使
か
ら
再
度
要
求
が
出
さ
れ（

（6
（

、「
条
約
ニ
拠
リ
」
と
修
正
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た（

（6
（

。

　

イ
ギ
リ
ス
は
、
日
本
側
か
ら
度
々
修
正
要
求
が
出
さ
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
、「
日
本
の
虚
栄
心
で
あ
る（

（6
（

」
と
、
不
満
で
あ
っ
た
。

し
か
し
、
既
に
ド
イ
ツ
が
日
本
に
対
し
て
特
許
等
に
関
す
る
裁
判
権
に
つ
い
て
譲
歩
し
な
か
っ
た
こ
と
が
伝
え
ら
れ
て
お
り（

（6
（

、
前
述

の
第
一
条
が
効
力
発
揮
す
る
可
能
性
は
極
め
て
低
か
っ
た
。
こ
の
た
め
、「
日
本
へ
の
譲
歩
は
ほ
ぼ
確
実
に
機
能
し
な
い
ま
ま
に
な

る
だ
ろ
う（

（6
（

」
と
、
た
と
え
日
本
に
譲
歩
し
た
と
し
て
も
、
イ
ギ
リ
ス
に
は
不
利
益
は
生
じ
な
い
と
し
て
、
日
本
の
要
求
を
認
め
る
こ

と
に
な
り
、
同
年
一
〇
月
二
〇
日
、「
特
許
意
匠
商
標
ノ
相
互
保
護
ニ
関
ス
ル
日
英
議
定
書
」
が
調
印
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た（

（6
（

。

（
二
）　

ド
イ
ツ
に
よ
る
特
別
条
約
案
の
作
成
と
断
念

　

明
治
三
〇
（
一
八
九
七
）
年
七
月
、
日
独
通
商
航
海
条
約
付
属
議
定
書
第
四（

（6
（

で
留
保
さ
れ
て
い
る
特
許
等
の
保
護
に
関
す
る
特
別

条
約
に
つ
い
て
、
独
政
府
内
で
検
討
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
当
該
特
別
条
約
は
、
元
々
は
当
時
パ
リ
条
約
に
未
加
盟
で
あ
っ
た
ド
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イ
ツ
が
、
加
盟
国
で
あ
っ
た
英
仏
等
と
同
様
の
利
益
を
得
る
た
め
の
も
の
で
あ
っ
た（

（6
（

。

　

一
方
、
独
産
業
界
は
、
日
本
で
独
商
標
と
類
似
し
た
商
標
が
日
本
人
に
よ
っ
て
少
な
か
ら
ず
登
録
さ
れ
て
い
る
現
状
に
不
満
を
抱

い
て
お
り
、
当
該
特
別
条
約
に
よ
る
解
決
を
求
め
て
い
た（

（6
（

。

　

こ
れ
に
対
し
、
独
内
務
省
（D

as Reichsam
t des Innern

）
は
、
当
初
、
日
本
の
商
標
条
例
と
日
独
通
商
航
海
条
約
に
よ
っ
て
解

決
可
能
で
は
な
い
か
と
の
姿
勢
で
あ
っ
た
。
即
ち
、
日
本
の
商
標
条
例
第
二
条
第
三
項（

（7
（

及
び
第
十
条（

（7
（

に
よ
れ
ば
、
同
種
商
品
に
対
し

て
他
の
事
業
者
が
既
に
使
用
し
て
い
る
商
標
と
著
し
く
似
て
い
る
商
標
は
取
り
消
さ
れ
る
。
そ
し
て
、
日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七

条
（
（7
（

に
よ
っ
て
、
ド
イ
ツ
人
と
日
本
人
の
間
で
商
標
条
例
上
で
の
平
等
が
実
現
さ
れ
る
の
で
あ
れ
ば
、
不
当
に
も
日
本
人
に
よ
っ
て
行

わ
れ
た
登
録
は
取
り
消
さ
れ
、
そ
の
後
、
ド
イ
ツ
人
が
自
分
自
身
の
た
め
に
登
録
し
、
日
本
に
お
い
て
排
他
的
権
利
を
得
る
こ
と
が

で
き
る
の
で
は
な
い
か
と
の
見
解
で
あ
っ
た（

（7
（

。

　

し
か
し
、
独
内
務
省
と
し
て
も
、
そ
れ
が
で
き
な
い
場
合
、
当
該
特
別
条
約
に
よ
る
解
決
を
試
み
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ
の
際
は

「
特
許
等
に
関
す
る
独
墺
協
定
」
の
第
七
条（

（7
（

と
類
似
の
規
定（

（7
（

も
考
慮
の
対
象
に
な
る
と
し
て
い
た（

（7
（

。
こ
の
た
め
、
ト
ロ
イ
ト
ラ
ー

（C.G. von T
reutler

）
駐
日
独
代
理
公
使
か
ら
、
日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条（

（7
（

に
よ
る
遡
及
は
認
め
ら
れ
ず
、
日
本
の
商
標
条
例

と
日
独
通
商
航
海
条
約
に
よ
る
解
決
は
難
し
い
と
の
報
告
を
受
け
る
と（

（7
（

、
独
内
務
省
は
独
産
業
界
の
意
向
に
も
配
慮
し
た
特
別
条
約

案
を
作
成
す
る
こ
と
に
な
っ
た（

（7
（

。

　
「
基
本
的
特
徴
は
パ
リ
条
約
と
一
致
し
て
い
る（

（8
（

」
と
さ
れ
た
草
案
は
全
八
条
か
ら
成
り
、
第
一
条
で
は
日
独
通
商
航
海
条
約
第
十

七
条（

（8
（

が
確
認
さ
れ
、
第
二
条
で
は
一
方
の
国
に
居
住
又
は
本
店
が
あ
る
者
の
権
利
が
規
定
さ
れ
た
。
第
三
条
で
は
一
方
の
国
で
出
願

後
、
他
方
の
国
で
行
わ
れ
た
出
願
に
つ
い
て
の
優
先
権
と
新
規
性
が
規
定
さ
れ
、
第
四
条
で
は
第
三
条
の
期
間
が
規
定
さ
れ
た
。
第

五
条
で
は
実
施
と
輸
入
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
、
第
六
条
で
は
一
方
の
国
で
登
録
さ
れ
た
商
標
は
組
み
合
わ
せ
等
の
理
由
か
ら
他
方
の

国
で
登
録
を
拒
否
さ
れ
な
い
こ
と
が
規
定
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
第
七
条
で
は
一
方
の
国
で
登
録
さ
れ
た
商
標
に
つ
い
て
、
こ
の
条
約
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批
准
後
一
年
以
内
に
他
方
の
国
に
出
願
す
れ
ば
、
原
産
国
で
登
録
が
認
め
ら
れ
た
者
だ
け
が
登
録
で
き
る
こ
と
が
規
定
さ
れ
、
第
八

条
で
は
条
約
の
有
効
期
間
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
た（

（8
（

。

　

独
内
務
省
と
し
て
は
、「
特
に
第
七
条
に
つ
い
て
再
度
慎
重
に
検
討
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。（
中
略
）
第
七
条
は
条
約
締
結
前
に

日
本
人
に
よ
っ
て
不
正
に
商
標
を
利
用
さ
れ
た
会
社
に
対
し
て
、
今
後
排
他
的
利
用
権
を
承
認
さ
せ
る
た
め
の
手
段
を
提
供
す
る
た

め
で
あ
る
。
し
か
し
、
難
し
い
の
は
日
本
人
の
た
め
に
我
々
が
提
供
せ
ざ
る
を
得
な
い
で
あ
ろ
う
互
恵
主
義
に
よ
っ
て
、
ド
イ
ツ
で

登
録
さ
れ
た
商
標
の
安
全
性
が
大
き
く
危
険
に
晒
さ
れ
る
よ
う
な
こ
と
が
な
い
か
ど
う
か
と
い
う
問
題
で
あ
る（

（8
（

」
と
、
第
七
条
に
つ

い
て
特
に
検
討
を
要
す
る
と
し
た
。

　

第
七
条
に
つ
い
て
は
、
横
浜
の
独
総
領
事
館
が
、
欧
州
の
題
材
を
使
用
し
た
日
本
商
標
と
独
商
標
と
の
間
で
衝
突
の
可
能
性
が
あ

る
も
の
の
、
著
し
い
侵
害
は
起
こ
ら
な
い
の
で
は
な
い
か
と
の
見
解
を
示
し
た（

（8
（

。

　

し
か
し
、
独
特
許
庁
（D

as K
aiserliche Patentam

t

（
（8
（

）
は
以
下
の
問
題
点
を
指
摘
し
た
。
即
ち
、
①
商
標
登
録
に
つ
い
て
、
当
該

商
標
が
そ
れ
ま
で
ド
イ
ツ
で
自
由
商
標
（Freizeichen

）
で
あ
っ
た
と
い
う
理
由
で
、
ま
た
は
、
当
該
商
標
の
出
願
が
類
似
す
る
商

標
の
ド
イ
ツ
に
お
け
る
出
願
よ
り
も
早
い
時
期
に
日
本
で
行
わ
れ
て
い
る
場
合
、
当
該
商
標
が
ド
イ
ツ
で
既
に
他
人
の
た
め
に
保
護

さ
れ
て
い
る
と
い
う
理
由
で
拒
否
で
き
な
い
こ
と
、
②
ド
イ
ツ
で
の
当
該
商
標
の
出
願
が
、
日
本
に
お
け
る
出
願
よ
り
も
後
で
あ
る

場
合
、
日
本
商
標
と
類
似
す
る
独
商
標
は
、
一
八
九
四
年
五
月
一
二
日
の
商
品
表
示
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（D

as Gesetzes zum
 

Schutze der W
aarenbezeichnungen vom

 12. M
ai 1894

）
第
八
条
と
第
九
条
第
一
項（

（8
（

に
よ
っ
て
抹
消
さ
せ
ら
れ
て
し
ま
う
と
懸

念
を
示
し
た
。
そ
し
て
、
ド
イ
ツ
で
は
、
特
に
染
料
分
野
で
東
ア
ジ
ア
貿
易
向
け
の
独
商
標
が
多
数
登
録
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
の

独
商
標
と
日
本
商
標
が
競
合
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
、
第
七
条
は
日
本
側
に
と
っ
て
容
易
に
有
利
と
な
る
と
評
し
た（

（8
（

。

　

こ
れ
を
受
け
て
、
独
内
務
省
は
、
日
本
商
標
か
ら
被
害
を
受
け
た
独
商
標
の
救
済
よ
り
も
国
内
の
独
商
標
の
安
全
性
の
方
が
は
る

か
に
大
き
な
重
要
性
が
あ
る
と
し
て
、
第
七
条
の
放
棄
を
決
断
し（

（8
（

、
独
商
標
の
救
済
に
つ
い
て
は
、
事
例
毎
に
対
応
策
を
講
じ
る
こ
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と
に
な
っ
た（

（8
（

。

　

そ
し
て
、
明
治
三
二
（
一
八
九
九
）
年
五
月
、
独
内
務
省
は
、
日
本
が
パ
リ
条
約
に
加
盟
し
た
と
の
情
報
を
受
け
、「
新
た
な
段

階
に
入
っ
た（

（9
（

」
と
し
て
、「
ド
イ
ツ
に
と
っ
て
も
パ
リ
条
約
加
盟
は
比
較
的
短
期
間
の
後
に
予
期
し
得
る
と
思
わ
れ
る
た
め
、
日
本

と
の
交
渉
延
期
は
よ
り
一
層
必
要
で
あ
り
、
こ
の
場
合
、
日
本
と
の
特
別
条
約
は
完
全
に
不
要
に
な
る（

（9
（

」
と
、
ド
イ
ツ
も
近
い
将
来

パ
リ
条
約
に
加
盟
す
る
見
込
み
で
あ
る
た
め
、
日
本
と
の
間
で
特
別
条
約
の
必
要
性
は
な
く
な
っ
た
と
独
外
務
省
に
伝
え
る
こ
と
に

な
っ
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
特
許
等
の
保
護
に
関
す
る
特
別
条
約
が
日
独
通
商
航
海
条
約
付
属
議
定
書
で
規
定
さ
れ
な
が
ら
も
結
局
締
結
さ
れ

な
か
っ
た
の
は
、
ド
イ
ツ
側
で
そ
の
必
要
性
が
な
く
な
っ
た
か
ら
で
あ
っ
た
。

四
、
お
わ
り
に

　

日
本
は
、
特
許
条
例
と
商
標
条
例
の
解
釈
、
及
び
標
章
の
国
際
登
録
に
関
す
る
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
と
原
産
地
表
示
に
関
す
る
マ
ド

リ
ッ
ド
協
定
へ
の
加
盟
を
拒
否
す
る
こ
と
で
、「
開
国
」
に
伴
う
国
内
産
業
界
へ
の
影
響
を
少
し
で
も
抑
制
し
よ
う
と
す
る
こ
と
に

な
っ
た
。

　

こ
れ
に
対
し
、
英
独
両
国
で
は
、
日
本
に
お
け
る
特
許
等
の
保
護
を
得
た
も
の
の
、
保
護
の
現
状
に
不
満
が
示
さ
れ
、
特
に
ド
イ

ツ
で
は
、
日
本
に
お
い
て
自
国
商
標
と
類
似
し
た
商
標
が
日
本
人
に
よ
っ
て
少
な
か
ら
ず
登
録
さ
れ
て
い
る
現
状
に
不
満
が
示
さ
れ
、

解
決
策
が
模
索
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
た
。

　

特
に
、
日
本
が
商
標
に
つ
い
て
、
た
と
え
欧
米
諸
国
の
商
標
と
類
似
し
て
い
た
と
し
て
も
、
日
本
商
標
を
保
護
す
る
姿
勢
を
示
し

た
こ
と
は
、
自
国
商
標
と
類
似
し
た
日
本
商
標
の
存
在
に
不
満
を
抱
い
て
い
た
欧
米
諸
国
と
の
間
で
少
な
か
ら
ず
火
種
を
残
す
こ
と
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に
な
っ
た
。

　

特
許
等
の
保
護
を
巡
る
日
本
と
欧
米
諸
国
と
の
間
の
摩
擦
は
明
治
二
九
（
一
八
九
六
）
年
の
日
独
通
商
航
海
条
約
批
准
交
換
か
ら

明
治
三
二
（
一
八
九
九
）
年
の
日
本
の
パ
リ
条
約
と
ベ
ル
ヌ
条
約
加
盟
に
至
る
過
程
に
お
い
て
、
完
全
に
は
解
消
さ
れ
ず
、
解
決
は

後
に
委
ね
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

（
1
）　

明
治
二
九
（
一
八
九
六
）
年
の
日
独
通
商
航
海
条
約
第
二
十
一
条
に
は
、
以
下
の
よ
う
に
、
特
許
等
の
保
護
を
規
定
し
た
第
十
七
条

に
つ
い
て
、
批
准
交
換
の
日
か
ら
実
施
さ
れ
る
旨
が
規
定
さ
れ
て
い
た
（
外
務
省
条
約
局
編
『
旧
条
約
彙
纂　

第
一
巻
第
一
部
』（
外
務

省
条
約
局
、
一
九
三
〇
年
）、
一
一
二
八
、
一
一
三
〇
頁
）。

第
十
七
条

両
締
盟
国
ノ
一
方
ノ
臣
民
ハ
他
ノ
一
方
ノ
版
図
内
ニ
於
テ
発
明
、
見
本
（
実
用
ニ
供
ス
ル
見
本
共
）
雛
形
、
商
標
、
製
造
標
、
商

社
号
及
其
ノ
他
ノ
商
号
ノ
保
護
ニ
関
シ
法
律
ニ
定
ム
ル
所
ノ
条
件
ヲ
遵
守
ス
ル
ト
キ
ハ
内
国
臣
民
ト
同
一
ノ
権
利
ヲ
享
有
ス
ヘ
シ

第
二
十
一
条

本
条
約
ハ
第
十
七
条
ヲ
除
ク
ノ
外
ハ
日
本
国
皇
帝
陛
下
ノ
政
府
ニ
於
テ
之
ヲ
実
施
セ
ム
ト
欲
ス
ル
旨
ヲ
独
逸
国
皇
帝
普
漏
西
皇
帝

陛
下
ノ
政
府
ニ
通
知
シ
タ
ル
後
一
箇
年
ヲ
経
テ
之
ヲ
実
施
ス
ル
モ
ノ
ト
ス
尤
本
条
約
ハ
千
八
百
九
十
九
年
七
月
十
七
日
以
前
ニ
ハ

実
施
セ
ラ
レ
サ
ル
モ
ノ
ト
ス
又
本
条
約
ハ
其
ノ
実
施
ノ
日
ヨ
リ
十
二
箇
年
間
効
力
ヲ
有
ス
ル
モ
ノ
ト
ス

両
締
盟
国
ノ
一
方
ハ
本
条
約
実
施
ノ
日
ヨ
リ
十
一
箇
年
ヲ
経
過
シ
タ
ル
後
ハ
何
時
タ
リ
ト
モ
本
条
約
ヲ
終
了
セ
ム
ト
欲
ス
ル
旨
ヲ

他
ノ
一
方
ヘ
通
知
ス
ル
ノ
権
利
ヲ
有
ス
ヘ
シ
而
シ
テ
此
ノ
通
知
ヲ
為
シ
タ
ル
後
十
二
箇
月
ヲ
経
過
シ
タ
ル
ト
キ
ハ
本
条
約
ハ
消
滅

ニ
帰
ス
ヘ
キ
モ
ノ
ト
ス

本
条
約
第
十
七
条
ハ
本
条
約
批
准
交
換
ノ
日
ヨ
リ
実
施
セ
ラ
ル
ヘ
シ
而
シ
テ
両
締
盟
国
ニ
於
テ
別
ニ
取
極
ヲ
為
サ
サ
ル
ト
キ
ハ
本

条
約
ノ
他
ノ
条
項
効
力
ヲ
失
フ
ニ
至
ル
迄
其
ノ
効
力
ヲ
存
ス
ヘ
シ

（
2
）　

拙
稿
「
一
八
九
六
年
の
日
独
通
商
航
海
条
約
を
巡
る
日
独
関
係
―
条
約
改
正
史
研
究
の
多
角
化
の
試
み
―
」（
日
本
政
治
学
会
編
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『
年
報
政
治
学2022

―
Ⅱ
幕
末
・
明
治
期
の
国
際
関
係
再
考
』
筑
摩
書
房
、
二
〇
二
二
年
）。

（
3
）　

日
本
が
パ
リ
、
ベ
ル
ヌ
両
条
約
に
加
盟
す
る
こ
と
に
な
っ
た
の
は
、
明
治
二
七
（
一
八
九
四
）
年
の
日
英
通
商
航
海
条
約
等
で
そ
の

旨
が
規
定
さ
れ
て
い
た
か
ら
で
あ
る
。
例
え
ば
、
同
条
約
で
は
付
属
議
定
書
で
以
下
の
よ
う
に
規
定
さ
れ
て
い
た
（
外
務
省
条
約
局
編

『
旧
条
約
彙
纂　

第
一
巻
第
二
部
』（
外
務
省
条
約
局
、
一
九
三
四
年
）、
六
三
頁
）。

第
三

日
本
国
政
府
ハ
日
本
国
ニ
於
ケ
ル
大
不
列
顚
国
領
事
裁
判
権
ノ
廃
止
ニ
先
タ
チ
工
業
ノ
所
有
権
及
版
権
ノ
保
護
ニ
関
ス
ル
列
国
同

盟
条
約
ニ
加
入
ス
ヘ
キ
コ
ト
ヲ
約
ス

（
4
）　

知
的
財
産
権
と
は
、
知
的
財
産
基
本
法
第
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
従
い
、
特
許
権
、
実
用
新
案
権
、
育
成
者
権
、
意
匠

権
、
著
作
権
、
商
標
権
そ
の
他
の
知
的
財
産
に
関
し
て
法
令
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
権
利
又
は
法
律
上
保
護
さ
れ
る
利
益
に
係
る
権
利
を
い

う
。

　

既
に
明
治
二
一
（
一
八
八
八
）
年
に
は
、
公
文
書
で
「
凡
ソ
新
ニ
創
意
発
明
シ
タ
ル
事
物
ヲ
其
創
意
発
明
者
ノ
所
有
ト
認
メ
以
テ
其
権

利
ヲ
保
護
ス
ル
ハ
知
能
的
財
産
ノ
安
全
ヲ
図
ル
カ
為
（
以
下
略
）」（「
意
匠
条
例
制
定
ノ
件　

理
由
書
」（
国
立
公
文
書
館
蔵
「
公
文
類

聚
」
明
治
二
一
年
第
一
二
編
第
一
八
民
業
門
「
意
匠
条
例
ヲ
定
ム
」
所
収
））
等
と
、「
知
能
的
財
産
」
と
の
用
語
が
用
い
ら
れ
る
よ
う
に

な
っ
て
い
た
。

　

こ
の
た
め
、
本
稿
で
は
、
現
在
の
用
語
で
こ
れ
に
近
い
「
知
的
財
産
権
」
と
い
う
表
現
を
用
い
る
こ
と
と
し
、
研
究
対
象
と
す
る
の
は
、

特
許
権
、
商
標
権
、
意
匠
権
及
び
著
作
権
の
四
権
で
あ
る
た
め
、
こ
れ
ら
を
ま
と
め
て
い
う
と
き
に
は
「
知
的
財
産
権
」
と
い
う
。

（
5
）　

例
え
ば
、
特
許
庁
編
『
工
業
所
有
権
制
度
百
年
史
（
上
巻
）』（
発
明
協
会
、
一
九
八
四
年
）、
櫻
井
孝
『
明
治
の
特
許
維
新
～
外
国

特
許
第
1
号
へ
の
挑
戦
！
～
』（
発
明
協
会
、
二
〇
一
一
年
）、
外
務
省
監
修
・
日
本
学
術
振
興
会
編
纂
『
条
約
改
正
関
係　
日
本
外
交
文

書　
経
過
概
要
』（
日
本
国
際
連
合
協
会
、
一
九
五
〇
年
）、
堀
江
亜
以
子
「
マ
ド
リ
ッ
ド
協
定
に
対
す
る
戦
前
の
日
本
の
態
度
」（『
特
許

研
究
』N

o.16

、
一
九
九
三
年
）
が
あ
る
。

　

し
か
し
、
い
ず
れ
も
欧
米
諸
国
側
の
史
料
が
用
い
ら
れ
て
い
な
い
こ
と
や
、
日
本
側
の
史
料
も
十
分
活
用
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
問
題

点
が
あ
る
。

（
6
）　

例
え
ば
、「
本
邦
人
に
し
て
苟
も
従
来
の
如
く
外
国
人
の
発
明
を
模
造
し
又
は
外
国
人
の
糟
粕
を
甞
む
る
に
安
せ
ん
か
、
商
工
業
は
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殆
ん
と
其
拠
る
所
を
失
ふ
に
至
る
べ
し
」（
中
松
盛
雄
「
工
業
所
有
権
の
保
護
に
関
し
世
人
の
注
意
を
促
す
」『
実
業
之
日
本
』
第
三
巻
第

一
一
号
（
一
八
九
八
年
四
月
）、
一
八
頁
）
と
、
従
来
通
り
外
国
人
の
発
明
を
模
倣
す
る
な
ら
ば
、
国
内
産
業
界
は
拠
り
所
を
失
う
と
危

惧
す
る
意
見
や
、「
従
来
我
邦
の
新
工
業
た
る
概
ね
欧
米
特
許
の
機
械
工
術
を
踏
襲
し
た
る
も
の
に
外
な
ら
す
改
正
条
約
の
規
定
す
る
所

に
依
り
（
中
略
）
我
邦
人
は
彼
の
新
事
業
を
我
に
移
す
に
就
き
左
支
右
牾
甚
し
く
掣
肘
せ
ら
る
へ
き
は
多
言
を
要
せ
ず
」（
謙
齋
学
人

「
特
許
制
度
（
下
）」『
東
洋
経
済
新
報
』
第
四
一
号
（
一
八
九
六
年
一
二
月
）、
一
三
頁
）
と
、
国
内
産
業
界
は
外
国
技
術
を
模
倣
し
た
に

過
ぎ
ず
、
今
後
は
新
条
約
に
よ
っ
て
、
外
国
技
術
を
導
入
す
る
際
に
様
々
な
制
約
が
課
せ
ら
れ
る
こ
と
は
明
ら
か
と
す
る
意
見
が
見
ら
れ

た
。

（
7
）　
「
明
治
三
十
年
以
後
特
許
意
匠
商
標
登
録
件
数
内
外
国
人
比
較
」（
特
許
局
『
第
一
次
特
許
局
報
告
』（
一
九
〇
六
年
、
一
色
活
版
所
）、

第
一
〇
図
）。

（
8
）　

稲
生
典
太
郎
『
条
約
改
正
論
の
歴
史
的
展
開
』（
小
峯
書
店
、
一
九
七
六
年
）、
五
二
六
頁
。

（
9
）　

日
独
通
商
航
海
条
約
第
一
七
条
は
註（
1
）参
照
。

（
10
）　

農
商
務
省
令
第
九
号
は
以
下
の
通
り
（『
法
令
全
書
』
明
治
二
九
年
一
一
月
二
〇
日
）。

第
一
条　

外
国
在
住
者
ニ
シ
テ
発
明
ノ
特
許
、
意
匠
、
商
標
ノ
登
録
ニ
関
シ
出
願
又
ハ
請
求
ヲ
為
ス
ト
キ
ハ
帝
国
内
ニ
在
住
ス
ル

者
ヲ
以
テ
代
人
ト
ナ
シ
委
任
状
ヲ
提
出
ス
ヘ
シ

第
二
条　

外
国
人
ニ
シ
テ
特
許
又
ハ
登
録
ニ
関
シ
出
願
又
ハ
請
求
ヲ
為
ス
ト
キ
ハ
其
願
書
又
ハ
請
求
書
ニ
国
籍
証
明
書
ヲ
添
付
ス

ヘ
シ

第
三
条　

願
書
、
明
細
書
、
請
求
書
其
他
届
書
類
ハ
日
本
文
ニ
テ
認
ム
ヘ
シ

第
四
条　

代
人
委
任
状
国
籍
証
明
書
等
外
国
文
ニ
テ
認
メ
ア
ル
モ
ノ
ハ
其
訳
文
ヲ
添
付
ス
ヘ
シ

�

明
治
二
九
年
十
一
月
二
十
日　
　
　
　
　
　

農
商
務
大
臣
子
爵
榎
本
武
揚

（
11
）　

特
許
条
例
第
二
条
第
三
項
は
以
下
の
通
り
（『
法
令
全
書
』
明
治
二
一
年
一
二
月
一
八
日
勅
令
第
八
四
号
）。

第
二
条　

左
ニ
掲
ク
ル
発
明
ハ
特
許
ヲ
受
ク
ル
コ
ト
ヲ
得
サ
ル
モ
ノ
ト
ス

　

一　

略

　

二　

略
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三　

特
許
出
願
以
前
公
ニ
用
ヒ
ラ
レ
タ
ル
モ
ノ
但
試
験
ノ
為
メ
公
ニ
知
ラ
レ
タ
ル
コ
ト
二
年
以
内
ノ
モ
ノ
ハ
此
限
ニ
在
ラ
ス

（
12
）　

商
標
条
例
第
二
条
第
三
項
は
以
下
の
通
り
（『
法
令
全
書
』
明
治
二
一
年
一
二
月
一
八
日
勅
令
第
八
六
号
）。

第
二
条　

左
ニ
掲
ク
ル
商
標
ハ
登
録
ヲ
受
ク
ル
コ
ト
ヲ
得
サ
ル
モ
ノ
ト
ス

　

一　

略

　

二　

略

　

三　

他
人
ノ
登
録
商
標
又
ハ
登
録
出
願
以
前
ヨ
リ
他
人
ノ
使
用
ス
ル
商
標
ト
同
一
若
ク
ハ
類
似
ニ
シ
テ
同
一
商
品
ニ
使
用
セ
ン

ト
ス
ル
モ
ノ

（
13
）　

明
治
二
九
年
一
一
月
松
方
正
義
首
相
・
大
隈
重
信
外
相
宛
榎
本
武
揚
農
商
務
相
書
簡
案
（「
條
約
実
施
準
備
委
員
総
会
議
案
（
自
第

一
回
至
第
五
回
）（
明
三
〇
・
七
・
六
）」
財
務
省
総
合
政
策
研
究
所
財
政
史
室
蔵
「
目
賀
田
家
文
書
」
第
九
号
―
二
一
所
収
）。

（
14
）　

前
掲
「
條
約
実
施
準
備
委
員
総
会
議
案
」
で
は
、
条
約
実
施
準
備
委
員
会
に
お
い
て
日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条
の
解
釈
に
つ
い

て
、
ど
の
よ
う
な
決
定
が
な
さ
れ
た
の
か
は
明
確
に
示
さ
れ
て
い
な
い
。

　

し
か
し
、
後
述
す
る
よ
う
に
、
大
隈
が
特
許
等
の
保
護
に
関
し
て
日
本
の
裁
判
権
を
断
念
し
た
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
、
少
な
く
と
も

「
特
許
を
受
け
又
は
意
匠
商
標
の
登
録
を
受
け
る
ド
イ
ツ
人
は
、
そ
の
事
項
に
つ
い
て
日
本
の
裁
判
権
に
服
す
る
」
と
の
解
釈
は
放
棄
さ

れ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

（
15
）　

農
商
務
省
令
第
九
号
案
は
、
省
令
番
号
が
記
入
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
や
榎
本
武
揚
の
署
名
等
が
な
い
こ
と
以
外
、
農
商
務
省
令
第
九

号
（
註（
10
））
と
文
面
が
同
一
で
あ
っ
た
。

（
16
）　

前
掲
「
條
約
実
施
準
備
委
員
総
会
議
案
」。

（
17
）　

同
右
。

（
18
）　

商
標
条
例
第
十
条
は
以
下
の
通
り
（『
法
令
全
書
』
明
治
二
一
年
一
二
月
一
八
日
勅
令
第
八
六
号
）。

第
十
条　

登
録
ヲ
受
ケ
タ
ル
商
標
ト
雖
モ
第
二
条
ニ
該
ル
コ
ト
ヲ
発
見
セ
ラ
レ
タ
ル
モ
ノ
又
ハ
第
八
条
ニ
違
ヒ
登
録
ヲ
受
ケ
タ
ル

コ
ト
ヲ
発
見
セ
ラ
レ
タ
ル
モ
ノ
ハ
其
登
録
ヲ
無
効
ト
ス

（
19
）　

前
掲
「
條
約
実
施
準
備
委
員
総
会
議
案
」。

（
20
）　

明
治
二
九
年
一
一
月
一
六
日
付
松
方
首
相
宛
榎
本
農
商
務
相
書
簡
（
国
立
公
文
書
館
蔵
「
公
文
別
録
・
未
決
並
廃
案
書
類　

三
止　
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文
部
省　

全
」）。

　

尚
、
当
該
書
簡
が
機
密
性
の
高
い
文
書
が
多
数
収
録
さ
れ
て
い
る
と
さ
れ
る
「
公
文
別
録
」（
朴
完
「
国
立
公
文
書
館
所
蔵
「
公
文
別

録
」
に
関
す
る
一
考
察
―
そ
の
性
格
及
び
編
纂
・
保
存
過
程
を
中
心
に
―
」（『
東
京
大
学
日
本
史
学
研
究
室
紀
要
』（
第
一
六
号
、
二
〇

一
二
年
）、
二
四
七
頁
）
に
所
収
さ
れ
た
経
緯
に
つ
い
て
は
不
明
で
あ
る
。

（
21
）　

明
治
三
一
年
一
月
一
二
日
付
柳
谷
謙
太
郎
農
商
務
省
特
許
局
長
宛
中
田
敬
義
外
務
省
政
務
局
長
書
簡
（
外
務
省
外
交
史
料
館
蔵
「
特

許
意
匠
商
標
ニ
関
ス
ル
帝
国
法
制　

第
一
巻
」（
第
三
門
第
五
類
第
六
項
第
一
号
））。

（
22
）　

明
治
三
一
年
一
月
一
三
日
付
中
田
外
務
省
政
務
局
長
宛
柳
谷
農
商
務
省
特
許
局
長
書
簡
（
前
掲
「
特
許
意
匠
商
標
ニ
関
ス
ル
帝
国
法

制　

第
一
巻
」）。

（
23
）　

農
商
務
省
特
許
局
『
商
標
審
決
録
』（
国
文
社
、
一
八
九
九
年
）、
二
八
四
～
二
八
六
頁
。

（
24
）　

明
治
三
一
年
三
月
一
〇
日
付
高
平
小
五
郎
駐
オ
ー
ス
ト
リ
ア
日
本
公
使
宛
西
徳
二
郎
外
相
書
簡
（
外
務
省
編
纂
『
日
本
外
交
文
書　

第
三
一
巻
第
一
冊
』（
日
本
国
際
連
合
協
会
、
一
九
五
四
年
）、
五
三
号
、
五
八
頁
）。

（
25
）　

明
治
三
一
年
五
月
二
〇
日
付
西
外
相
宛
高
平
公
使
書
簡
（
前
掲
『
外
交
文
書　

第
三
一
巻
第
一
冊
』、
五
四
号
、
五
八
～
六
〇
頁
）。

（
26
）　

明
治
二
九
（
一
八
九
六
）
年
の
日
仏
通
商
航
海
条
約
付
属
議
定
書
第
三
は
以
下
の
通
り
（
前
掲
『
旧
条
約
彙
纂　

第
一
巻
第
一
部
』、

八
七
〇
頁
）。

第
三

日
本
国
政
府
ハ
日
本
国
ニ
於
ケ
ル
仏
蘭
西
領
事
裁
判
権
ノ
廃
止
ニ
先
チ
工
業
ノ
所
有
権
及
版
権
ノ
保
護
ニ
関
ス
ル
列
国
同
盟
条
約

ニ
加
入
ス
ヘ
キ
コ
ト
ヲ
約
ス

（
27
）　

明
治
三
一
年
一
二
月
一
四
日
付
青
木
周
蔵
外
相
宛
栗
野
慎
一
郎
駐
仏
日
本
公
使
書
簡
付
属
書
一
（
前
掲
『
外
交
文
書　

第
三
一
巻
第

一
冊
』、
五
六
号
、
六
一
～
六
四
頁
）。

（
28
）　H

anotaux à M
onsieur le M

inistre de l’ Instruction Publique, 15� juin, 1898 

（F.17, T
om

e 1�

）.（F.17 : Sciences et 
Lettres, Centre des A

rchives diplom
atiques de La Courneuve

）.

（
29
）　

明
治
三
一
年
一
二
月
一
四
日
付
山
縣
有
朋
首
相
宛
青
木
外
相
・
西
郷
従
道
内
相
・
曽
禰
荒
助
農
商
務
相
書
簡
（
前
掲
『
外
交
文
書　

第
三
一
巻
第
一
冊
』、
五
七
号
、
六
六
～
六
九
頁
）。
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（
30
）　

明
治
三
一
年
一
〇
月
三
日
付
大
隈
重
信
外
相
宛
大
石
正
巳
農
商
務
相
書
簡
（
外
務
省
外
交
史
料
館
蔵
「
工
業
所
有
権
著
作
権
保
護
万

国
同
盟
帝
国
政
府
加
盟
一
件
」（
第
二
門
第
九
類
第
五
項
第
一
二
号
））。

（
31
）　

明
治
三
二
年
三
月
六
日
付
青
木
外
相
宛
曽
禰
農
商
務
相
書
簡
（
外
務
省
編
纂
『
日
本
外
交
文
書　

第
三
二
巻
』（
日
本
国
際
連
合
協

会
、
一
九
五
五
年
）、
五
五
号
、
一
五
〇
～
一
五
一
頁
）。

　

尚
、
当
該
書
簡
で
は
日
本
の
「
商
工
業
ノ
現
状
」
に
つ
い
て
具
体
的
に
言
及
さ
れ
て
い
な
い
。

（
32
）　H

arm
and à D

eclassé, 16� M
ai, 1899 

（Correspondance Consulaire et Com
m

erciale, T
okyo 

（
以
下
、“C.C.C.,T

okyo”

と
省
略
）, T

om
e 11, N

o 50�

）.

（
33
）　Salisbury to Satow

, A
pril 14, 1899 （F.O

.410, V
ol.39, N

o.76 T
elegraphic

）.

（
34
）　H

arm
and à D

eclassé, 12� Juillet, 1899 （C.C.C.,T
okyo, T

om
e 11, N

o 91�

）.

（
35
）　Salisbury to Satow

, A
pril 14, 1899 （F.O

.410, V
ol.39, N

o.76 T
elegraphic

）.

（
36
）　Satow

 to Salisbury, A
pril 21, 1899 （F.O

.410, V
ol.39, N

o.109

）.

（
37
）　

明
治
三
二
年
三
月
七
日
付
高
平
公
使
宛
青
木
外
相
書
簡
（
前
掲
『
外
交
文
書　

第
三
二
巻
』、
五
六
号
、
一
五
一
～
一
五
三
頁
）。

（
38
）　T

akahira à M
üller, 18� A

vril, 1899 （Copie

）（
前
掲
「
工
業
所
有
権
著
作
権
保
護
万
国
同
盟
帝
国
政
府
加
盟
一
件
」）.

　

尚
、
現
在
、W

IPO
 

（T
he W

orld Intellectual Property O
rganization

）
に
よ
っ
て
、
日
本
の
パ
リ
条
約
と
ベ
ル
ヌ
条
約
へ
の

加
盟
日
が
い
ず
れ
も
四
月
一
八
日
と
認
定
さ
れ
て
い
る
の
は
、
当
該
書
簡
の
日
付
に
よ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

（
39
）　
『
法
令
全
書
』
明
治
三
二
年
七
月
一
二
日
勅
令
無
号
、
明
治
三
二
年
七
月
一
三
日
外
務
省
告
示
第
九
号
。

（
40
）　

明
治
二
七
（
一
八
九
四
）
年
の
日
英
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条
は
以
下
の
通
り
（
前
掲
『
旧
条
約
彙
纂　

第
一
巻
第
二
部
』、
五
七

頁
）。

第
十
七
条

両
締
盟
国
ノ
一
方
ノ
臣
民
ハ
他
ノ
一
方
ノ
版
図
内
ニ
於
テ
法
律
ニ
定
ム
ル
所
ノ
手
続
ヲ
履
行
ス
ル
ト
キ
ハ
専
売
特
許
、
商
標
及
意

匠
ニ
関
シ
内
国
臣
民
ト
同
一
ノ
保
護
ヲ
受
ク
ヘ
シ

（
41
）　

明
治
二
九
年
一
一
月
一
二
日
付
サ
ト
ウ
英
公
使
宛
大
隈
外
相
書
簡
（
写
）（
鹿
児
島
県
歴
史
資
料
セ
ン
タ
ー
黎
明
館
蔵
「
黒
田
清
隆

関
係
文
書
」
八
九
―

二
五
）。
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（
42
）　

同
右
。

（
43
）　M

inute by Bergne, N
ov. 14� / 96� （F.O

.46, V
ol.471, p.143

）.
（
44
）　M

inute by Bergne, N
ov. 17� / 96� （F.O

.46, V
ol.471, pp.142-143

）.

（
45
）　M

inute by W
.E.D

, 16� / 11� / 96� （F.O
.46, V

ol.471, pp.144-145

）.

（
46
）　M

inute by F.A
.L, signed by Salisbury, N

ov. 17� （F.O
.46, V

ol.471, pp.145-146

）.

（
47
）　Foreign O

ffi
ce to Board of T

rade, N
ovem

ber 25, 1896 （F.O
.410, V

ol.36, N
o.109

）.

（
48
）　

明
治
二
九
年
一
二
月
一
日
付
大
隈
外
相
宛
サ
ト
ウ
英
公
使
書
簡
訳
文
（
写
）（
前
掲
「
黒
田
清
隆
関
係
文
書
」
八
九
―

二
五
）。

（
49
）　

明
治
二
九
年
一
二
月
七
日
付
サ
ト
ウ
英
公
使
宛
大
隈
外
相
書
簡
（
写
）（
前
掲
「
黒
田
清
隆
関
係
文
書
」
八
九
―

二
五
）。

（
50
）　

明
治
二
九
年
一
二
月
二
五
日
付
大
隈
外
相
宛
サ
ト
ウ
英
公
使
書
簡
訳
文
（
写
）（
前
掲
「
黒
田
清
隆
関
係
文
書
」
八
九
―

二
五
）、
明

治
二
九
年
一
二
月
二
六
日
付
サ
ト
ウ
英
公
使
宛
大
隈
外
相
書
簡
（
写
）（
前
掲
「
黒
田
清
隆
関
係
文
書
」
八
九
―

二
五
）。

（
51
）　
『
法
令
全
書
』
明
治
二
九
年
一
二
月
二
八
日
外
務
省
告
示
第
八
号
。

（
52
）　Salisbury to K

ato, January 28, 1897 （F.O
.410, V

ol.37, N
o.17

）.

（
53
）　Foreign O

ffi
ce to Board of T

rade, February 18, 1897 （F.O
.410, V

ol.37, N
o.29

）.

（
54
）　

日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条
は
註
1
参
照
。

（
55
）　

同
右
。

（
56
）　“D

raft Protocol betw
een Great Britain and Japan” （F.O

.410, V
ol.37, Inclosure in N

o.29

）.

　

尚
、
全
文
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。D

raft Protocol betw
een Great Britain and Japan

　
　
　
　

W
H

EREA
S by T

reaty, grant, usage, sufferance and other law
ful m

eans, H
er Britannic M

ajesty has pow
er 

and jurisdiction in relation to her subjects w
ithin the dom

inions of H
is M

ajesty the Em
peror of Japan ;

　
　
　
　

W
hereas by A

rticle X
X

 of a T
reaty signed betw

een Great Britain and Japan on the 16th July,1894, it is 
agreed that, from

 the date on w
hich such T

reaty com
es into force, the jurisdiction then exercised by British 

Courts in Japan shall cease, and that such jurisdiction shall be assum
ed and exercised by Japanese Courts ;
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W
hereas by A

rticle X
V

II of a T
reaty signed betw

een Germ
any and Japan on the 4th day of A

pril,1896, it 
is stipulated as follow

s :

　
　
　
　

“T
he nationals of each of the H

igh Contracting Parties shall enjoy in the territories of the other the sam
e 

protection as natives in regard to patents, sam
ples

（including patterns

）, designs, trade and m
anufacture m

arks, 
firm

s and nam
es, upon fulfillm

ent of the form
alities prescribed by law

 ; ”

　
　
　
　

A
nd W

hereas it has been agreed betw
een the Governm

ents of Great Britain and Japan that the 
provisions of the said A

rticle X
V

II shall apply to British as w
ell as to Germ

an subjects from
 the 4th January, 1897;

　
　
　
　

T
he U

ndersigned, duly authorized for that purpose by their respective Governm
ents, have agreed upon 

the follow
ing A

rticles :

　
　
　
　

A
rticle 1. H

er Britannic M
ajesty consents to renounce all extra-territorial jurisdiction at present 

exercisable by British Courts in Japan for the judicial hearing and determ
ination of m

atters in difference betw
een 

British subjects and subjects of the Em
peror of Japan, in so far as it applies to patents, trade-m

arks and designs.

　
　
　
　

A
rticle 2. T

he foregoing A
rticle shall not take effect until all other Pow

ers w
hich enjoy the benefit of 

A
rticle X

V
II of the T

reaty betw
een Germ

any and Japan of the 4th A
pril,1896, and w

hich possess extra-territorial 
jurisdiction in Japan, shall sim

ilarly have renounced their right to exercise such jurisdiction betw
een their ow

n 
subjects or citizens respectively, and subjects of the Em

peror of Japan in so far as it applies to patens, trade-
m

arks, and designs.

　
　
　
　

In w
itness w

hereof the U
ndersigned have signed the above Protocol, and have affi

xed thereto the seal of 
their arm

s.

　
　
　
　

D
one at

（
57
）　K

ato to Salisbury, February 26, 1897 （F.O
.410, V

ol.37, N
o.33

）.

（
58
）　

日
英
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条
は
註（
40
）参
照
。

（
59
）　“D

raft Protocol betw
een Great Britain and Japan” （F.O

.410, V
ol.37, Inclosure in N

o.34

）.
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（
60
）　“D

raft Protocol betw
een Great Britain and Japan” （F.O

.410, V
ol.37, Inclosure in N

o.55

）.
（
61
）　K

ato to Salisbury, A
ugust 26, 1897 （F.O

.410, V
ol.37, N

o.87

）.
（
62
）　Salisbury to K

ato, O
ctober 2, 1897 （F.O

.410, V
ol.37, N

o.103

）.

（
63
）　M

inute by Bertie, A
pril 15. 1897 （F.O

.46, V
ol.492, pp.180-181

）.

（
64
）　Lascelles to Salisbury, N

ovem
ber 20, 1896 （F.O

.410, V
ol.36, N

o.105

）.

（
65
）　M

inute by Bertie, M
ay 6. 1897 （F.O

.46, V
ol.492, p.193

）.

（
66
）　
前
掲
『
旧
条
約
彙
纂

　
第
一
巻
第
二
部
』、
九
三
～
九
四
頁
。

（
67
）　
日
独
通
商
航
海
条
約
付
属
議
定
書
第
四
は
以
下
の
通
り
（
前
掲
『
旧
条
約
彙
纂

　
第
一
巻
第
一
部
』、
一
一
三
五
頁
）。

議
定
書
第
四
、
条
約
第
十
七
条
ニ
付

両
締
盟
国
ハ
他
ノ
一
方
ノ
臣
民
カ
発
明
、
見
本
（
実
用
ニ
供
ス
ル
見
本
共
）
雛
形
、
商
標
、
製
造
標
、
商
社
号
及
其
ノ
他
ノ
商
号

ノ
保
護
ニ
関
シ
法
律
ニ
定
メ
タ
ル
条
件
ヲ
遵
守
ス
ル
ト
キ
ハ
各
々
其
ノ
版
図
内
ニ
於
テ
該
臣
民
ニ
右
ノ
保
護
ヲ
与
フ
ル
コ
ト
ニ
同

意
ス

尤
両
締
盟
国
ハ
専
売
特
許
、
見
本
、
商
標
、
製
造
標
ノ
保
護
ニ
関
ス
ル
双
方
ノ
関
係
ニ
付
別
ニ
条
約
ヲ
締
結
ス
ル
コ
ト
ア
ル
ヘ
シ

而
シ
テ
右
条
約
ヲ
締
結
ス
ル
ニ
ハ
相
当
ノ
商
議
ヲ
開
ク
ヘ
シ

又
日
本
国
政
府
ハ
日
本
国
ニ
於
ケ
ル
独
逸
帝
国
領
事
裁
判
権
ノ
廃
止
ニ
先
タ
チ
版
権
（
思
想
上
ノ
所
有
権
）
ニ
関
ス
ル
列
国
「
ベ

ル
ン
」
条
約
ニ
加
入
ス
ヘ
キ
コ
ト
ヲ
言
明
ス

（
68
）　
拙
稿
「1896

年
の
日
独
通
商
航
海
条
約
を
巡
る
日
独
関
係
」、
一
三
一
頁
。

（
69
）　W

enzel an H
ohenlohe-Schillingsfürs, am

 8. M
ai 1896 

（BA
rch R1501 / 107644, J. N

o 292

）, Crailsheim
 an das 

Reichsam
t des Innern in Berlin, am

 19. M
ai 1896 （BA

rch R1501 / 107644, N
o 7097I

）.
BA

rch : Bundesarchiv / Berlin-Lichterfelde.
R1501 / 107644 : M

arken-, M
uster-, und Patent- schutz, Bd.1.

（
70
）　
商
標
条
例
第
二
条
第
三
項
は
註（
12
）参
照
。

（
71
）　
商
標
条
例
第
十
条
は
註（
18
）参
照
。
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（
72
）　
日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条
は
註（
1
）参
照
。

（
73
）　W

erm
uth an M

arschall, am
 11. Juli 1896 （BA

rch R 901 / 12899, pag. 82-85RS

）.
BA

rch  R901 / 12899 : Gew
erblicher Rechtsschutz – Patent-, M

arken-, und M
usterschutz im

 A
usland : Japan, Bd.3.

（
74
）　
独
内
務
省
が
言
う
「
特
許
等
に
関
す
る
独
墺
協
定
」
と
は
、「
一
八
九
一
年
一
二
月
六
日
の
特
許
、
意
匠
、
商
標
の
相
互
保
護
に
関

す
る
独
墺
協
定
（Ü

bereinkom
m
en zw

ischen dem
 Reich und Ö

sterreich-U
ngarn über den gegenseitigen Patent-, 

M
uster- und M

arkenschutz. V
om

 6. D
ezem

ber 1891.

）」
の
こ
と
で
あ
る
と
思
わ
れ
、
当
該
協
定
の
第
七
条
は
以
下
の
通
り

（R
eichsgesetzblatt

〈
以
下
、
単
に“R

G
Bl.”

と
表
記
〉1892, N

o 6, S.291

）。

A
rtikel 7.

　
　
　
　H

andels- und Fabrikm
arken, w

elche in den Gebieten des einen T
heils als K

ennzeichen der W
aren von 

A
ngehörigen eines bestim

m
ten gew

erblichen V
erbandes, eines bestim

m
ten O

rtes oder Bezirkes Schutz genießen, 
sind, sofern die A

nm
eldung dieser M

arken vor dem
 1. O

ktober 1875 in den Gebieten des anderen T
heils erfolgt 

ist, hier von der Benutzung als Freizeichen ausgeschlossen. A
ußer den A

ngehörigen eines solchen V
erbandes, 

O
rtes oder Bezirkes hat niem

and A
nspruch auf Schutz dieser M

arken.

　
　
　
　W

arenzeichen, w
elche öffentliche W

appen aus den Gebieten des einen T
heils enthalten, sind in den 

Gebieten des anderen T
heils von der Benutzung als Freizeichen ausgeschlossen. A

ußer dem
jenigen, w

elcher die 
Erlaubnis zur Benutzung der W

appen besitzt, hat niem
and A

nspruch auf Schutz dieser Zeichen.

　
当
該
条
項
で
は
、
一
方
の
版
図
内
に
お
い
て
特
定
の
商
業
組
合
等
に
よ
り
保
護
が
享
受
さ
れ
て
い
る
商
標
お
よ
び
製
造
標
は
、
そ
れ
ら

の
登
録
が
他
方
の
版
図
内
で
一
八
七
五
年
一
〇
月
一
日
以
前
に
行
わ
れ
た
場
合
、
こ
こ
で
は
自
由
商
標
と
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
排
除
さ

れ
、
一
方
の
版
図
内
に
お
け
る
公
的
紋
章
を
含
む
商
標
は
他
方
の
版
図
内
に
お
い
て
自
由
商
標
と
し
て
の
使
用
が
禁
止
さ
れ
る
旨
が
規
定

さ
れ
て
い
る
。

（
75
）　
独
内
務
省
に
よ
っ
て
提
案
さ
れ
た
特
許
等
に
関
す
る
独
墺
協
定
第
七
条
と
類
似
し
た
規
定
と
は
以
下
の
通
り
（W

erm
uth an 

M
arschall, am

 11. Juli 1896 （BA
rch R 901 / 12899, pag. 82-85RS

））。
A
rtikel 7.
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H
andels- und Fabrikm

arken, w
elche in den Gebieten des einen T

heils Schutz genießen, sind, sofern die 
A

nm
eldung dieser M

arken binnen eines Jahres nach der Ratifikation des A
bkom

m
ens in den Gebieten des 

anderen T
heils erfolgt, hier von der Benutzung als Freizeichen ausgeschlossen und dürfen nur zu Gunsten 

desjenigen eingetragen w
erden, dem

 der Schutz im
 U

rsprungslande zusteht.

　

当
該
条
項
で
は
、
一
方
の
版
図
内
で
保
護
が
享
受
さ
れ
て
い
る
商
標
お
よ
び
製
造
標
は
、
こ
れ
ら
の
商
標
の
出
願
が
協
定
批
准
後
一
年

以
内
に
他
方
の
版
図
内
で
行
わ
れ
る
場
合
、
こ
こ
で
は
自
由
商
標
と
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
排
除
さ
れ
、
原
産
国
に
お
い
て
保
護
を
受
け

る
権
利
が
あ
る
者
の
た
め
に
の
み
登
録
さ
れ
る
こ
と
が
許
可
さ
れ
る
旨
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

（
76
）　W

erm
uth an M

arschall, am
 11. Juli 1896 （BA

rch R 901 / 12899, pag. 82-85RS

）.

（
77
）　

日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条
は
註（
1
）参
照
。

（
78
）　T

reutler an H
ohenlohe-Schillingsfürst, am

 9. M
ärz 1897 （BA

rch R901 / 12900, B38

）.
BA

rch  R901 / 12900 : Gew
erblicher Rechtsschutz – Patent-, M

arken-, und M
usterschutz im

 A
usland : Japan, Bd.4.

（
79
）　Posadow

sky an M
arschall, am

 15. Juli 1897 （BA
rch R901 / 12900, N

r. 2960III

）.

（
80
）　“D

enkschrift” （BA
rch R901 / 12900, A

nlage zu Bericht N
r. 2960III vom

15. Juli 1897

）.

（
81
）　

日
独
通
商
航
海
条
約
第
十
七
条
は
註（
1
）参
照
。

（
82
）　“Entw

urf eines deutsch-japanischen Patent pp. U
ebereinkom

m
ens” 

（BA
rch R901 / 12900, A

nlage zu Bericht 
N

r. 2960III vom
15. Juli 1897

）.

　

尚
、
全
文
は
以
下
の
通
り
。

Entw
urf eines deutsch-japanischen Patent- pp. U

ebereinkom
m

ens.
A

rtikel  1.

　
　
　
　

D
ie A

ngehörigen des einen der vertragschließenden T
heil sollen in den Gebieten des anderen in Bezug 

auf den Schutz von Erfindungen, von M
ustern 

（einschließlich der Gebrauchsm
uster

） und M
odellen von H

andels- 
und F

abrikm
arken, von F

irm
en und N

am
en dieselben R

echte w
ie die eigenen A

ngehörigen unter der 
V

oraussetzung genießen, daß sie die hierfür vom
 Gesetz vorgesehenen Bedingungen erfüllen.
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A

rtikel 2.

　
　
　
　

D
en A

ngehörigen im
 Sinne dieser V

ereinbarung sind gleichgestellt andere Personen, w
elche in den 

Gebieten des einen der vertragschließenden T
heile ihren W

ohnsitz oder ihre H
auptniederlassung haben.

A
rtikel 3.

　
　
　
　

W
ird eine Erfindung, ein M

uster oder M
odell, eine Fabrik- oder H

andelsm
arke in den Gebieten des einen 

der vertragschließenden T
heile behufs Erlangung des Schutzes angem

eldet, und binnen einer Frist von sechs 
M

onaten die A
nm

eldung auch in den Gebieten des anderen vertragschließenden T
heiles bew

irkt, so soll
a

）	
diese spätere A

nm
eldung allen A

nm
eldungen vorgehen, w

elche in den Gebieten des anderen T
heiles 

nach dem
 Zeitpunkt der ersten A

nm
eldung eingereicht w

orden sind;
b

）	
durch U

m
stände, w

elche nach dem
 Zeitpunkt der ersten A

nm
eldung eintreten, dem

 Gegenstande 
derselben die N

euheit in den Gebieten des anderen T
heiles nicht entzogen w

erden.
A

rtikel 4.

　
　
　
　

D
ie im

 A
rtikel 3� vorgesehene Frist beginnt m

it dem
 Zeitpunkte, in w

elchem
 die Eintragung eines 

M
usters oder M

odells, eines Gebrauchsm
usters, einer H

andels- oder Fabrikm
arke, oder die Ertheilung eines 

Patents am
tlich bekannt gem

acht w
ird. D

er T
ag der Bekanntm

achung w
ird in die Frist nicht eingerechnet.

A
rtikel  5.

　
　
　
　

D
ie Rechtsnachtheile, w

elche nach den Gesetzen der vertragschließenden T
heile eintreten, w

enn eine 
Erfindung, ein M

uster oder M
odell, eine H

andels- oder Fabrikm
arke nicht innerhalb einer bestim

m
ten Frist 

ausgeführt, nachgebildet oder angew
endet w

ird, sollen auch dadurch ausgeschlossen w
erden, daß die A

usführung, 
N

achbildung oder A
nw

endung in den Gebieten des anderen T
heiles erfolgt.

　
　
　
　

D
ie Einfuhr einer in den Gebieten des einen T

heiles hergestellten W
aare in die Gebiete des anderen 

T
heiles soll in den letzteren nachtheilige Folgen für das einer Erfindung, einem

 M
uster oder M

odell, oder einer 
H

andels- oder Fabrikm
arke gew

ährte Schutzrecht nicht nach sich ziehen.
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A
rtikel 6.

　
　
　
　

D
em

 Inhaber einer in den Gebieten des einen T
heiles eingetragenen H

andels- und Fabrikm
arke kann die 

Eintragung in den Gebieten des anderen T
heiles nicht aus dem

 Grunde versagt w
erden, w

eil die M
arke den hier 

geltenden V
orschriften über die Zusam

m
ensetzung und äußeren Gestaltung der M

arken nicht entspricht.
A

rtikel  7.

　
　
　
　

H
andels- und Fabrikm

arken, w
elche in den Gebieten des einen T

heils Schutz genießen, sind, sofern die 
A

nm
eldung dieser M

arken binnen eines Jahres nach der Ratifikation des A
bkom

m
ens in den Gebieten des 

anderen T
heiles erfolgt, hier von der Benutzung als Freizeichen ausgeschlossen und dürfen nur zu Gunsten 

desjenigen eingetragen w
erden, dem

 der Schutz in U
rsprungslande zusteht.

A
rtikel 8.

　
　
　
　

D
as gegenw

ärtige U
ebereinkom

m
en tritt am

 . . . . . . in K
raft und bleibt bis zum

 A
blauf von sechs 

M
onaten nach erfolgter K

ündigung von Seite eines der vertragschließenden T
heile in W

irksam
keit.

　
　
　
　

D
as U

ebereinkom
m

en soll ratifizirt und die Ratifikationen so bald als m
öglich in . . . . . . . ausgew

echselt 
w

erden.

　
　
　
　

Zu U
rkund dessen haben die beiderseitigen Bevollm

ächtigten dieses U
ebereinkom

m
en unterzeichnet und 

m
it ihren Siegeln versehen.

　
　
　
　

So geschehen pp.

（
83
）　Posadow

sky an M
arschall, am

 15. Juli 1897 （BA
rch R901 / 12900, N

r. 2960III

）.

（
84
）　“Gutachten über den Entw

urf eines D
eutsch-japanischen Patent- pp. U

ebereinkom
m

ens” 

（BA
rch R901 / 

12900, A
nlage zu Bericht B58 vom

11. M
ärz 1898

）.

（
85
）　

一
八
七
七
年
に
設
立
さ
れ
、
出
願
部
門
等
の
下
位
組
織
を
有
し
、
独
内
相
（Staatssekretär des Reichsam

tes des Innern

）

が
代
表
し
た
（K

urt G.A
. Jeserich, H

ans Pohl, Georg-Christoph von U
nruh 

（1984

）, D
eutsche V

erw
altungsgeschichte 

BA
N

D
 3� D

as D
eutsche R

eich bis zum
 E

nde der M
onarchie,  D

eutsche V
erlags-A

nstalt, Stuttgart, S.236-237

）。
そ
の
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後
、
一
八
九
一
年
に
新
し
い
特
許
法
（Patentgesetzes vom

 7. A
pril 1891

）
が
制
定
さ
れ
る
と
、
職
員
も
大
幅
に
増
員
さ
れ
、
独

内
務
省
と
は
別
の
建
物
に
移
る
こ
と
に
な
っ
た
（D

eutsches Patent- und M
arkenam

t 

（2018

）, 140 Jahne D
eutsches Patent- 

und M
arkenam

t 1877-2017,  S. 13�, 19-20

）。

　
ま
た
、
長
官
（Präsident

）
は
、
職
員
の
人
事
等
、
大
き
な
権
限
を
有
し
て
い
た
（
一
八
九
一
年
四
月
七
日
の
特
許
法
及
び
一
八
九

一
年
六
月
一
日
の
実
用
新
案
意
匠
保
護
法
の
施
行
に
関
す
る
一
八
九
一
年
七
月
一
一
日
の
命
令
（V

erordnung zur A
usführung des 

Patentgesetzes vom
 7. A

pril 1891 und des Gesetzes, betreffend den Schutz von Gebrauchsm
ustern, vom

 1. Juni 
1891. V

om
 11. Juli 1891

）
の
第
四
条
、
第
五
条
等
）。

　
こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
一
八
九
一
年
以
降
は
「
庁
」
に
相
当
し
、「
独
帝
国
特
許
庁
」
と
す
る
の
が
適
訳
と
思
わ
れ
る
。
尚
、
本
稿
で

は
単
に
「
独
特
許
庁
」
と
し
た
。

（
86
）　
一
八
九
四
年
五
月
一
二
日
の
商
品
表
示
保
護
法
（Gesetzes zum

 Schutz der W
aarenbezeichnungen vom

 12. M
ai 1894

）

第
八
条
、
第
九
条
第
一
項
は
以
下
の
通
り
（R
G

Bl. 1894, N
r 22, S.443-444

）。

§§ 8�

　
　
　
　A

uf A
ntrag des Inhabers w

ird das Zeichen jederzeit in der Rolle gelöscht.

　
　
　
　V

on A
m

ts W
egen erfolgt die Löschung :

1. 	
W

enn seit der A
nm

eldung des Zeichens ober seit ihrer Erneuerung zehn Y
ahre verflossen sind ;

2.	
W

enn die Eintragung des Zeichens hätte versagt w
arden m

üssen.
�

（
以
下
略
）

§§ 9�

　
　
　
　Ein D

ritter kann die Löschung eines w
aarenzeichens beantragen :

1. 	
W

enn das zeichen für ihn auf Grund einer früheren A
nm

eldung für dieselben ober für gleichartige 
W

aaren in der Zrichenrolle ober in den nach M
aßgabe des Gesezes über den M

arkenschutz vom
 30. N

ovem
ber 

1874 geführten Zeichenregistern eingtragen steht ;
�

（
以
下
略
）
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第
八
条
で
は
、
一
、
商
標
登
録
又
は
そ
の
更
新
か
ら
一
〇
年
が
経
過
し
た
場
合
、
二
、
商
標
登
録
が
拒
否
さ
れ
る
べ
き
で
あ
っ
た
場
合
、

所
有
者
の
申
請
に
よ
っ
て
商
標
登
録
は
い
つ
で
も
削
除
さ
れ
る
旨
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

　

第
九
条
第
一
項
で
は
、
同
一
又
は
類
似
の
商
品
に
対
し
て
、
以
前
の
登
録
に
基
づ
い
て
商
標
原
簿
又
は
一
八
七
四
年
一
一
月
三
〇
日
の

商
標
保
護
法
に
従
っ
て
管
理
さ
れ
る
商
標
原
簿
に
登
録
さ
れ
て
い
る
場
合
、
第
三
者
は
商
品
表
示
の
削
除
を
申
請
で
き
る
旨
が
規
定
さ
れ

て
い
る
。

（
87
）　Robolski an den H

errn Staatssekretär des Innern, A
ugust 5,1898 （BA

rch R 1501 / 107645, III. A
. 3405

）.
R1501  / 107645 : M

arken-, M
uster-, und Patent- schutz, Bd.2.

（
88
）　W

erm
uth an den H

errn Staatssekretär des A
usw

ärtigen A
m

ts, am
 13. A

ugust 1898 

（BA
rch R 901 / 12901, 

III. A
. 4237

）.
BA

rch  R901 / 12901 : Gew
erblicher Rechtsschutz – Patent-, M

arken-, und M
usterschutz im

 A
usland : Japan, Bd.5.

（
89
）　K

ruse an den H
errn Staatssekretär des A

usw
ärtigen A

m
ts, am

 27. Septem
ber 1898 

（BA
rch R 901 / 12901, 

III. A
. 4906

）.

（
90
）　K

ruse an den H
errn Staatssekretär des A

usw
ärtigen A

m
ts, am

 13. M
ai 1899 

（BA
rch R 901 / 12901, III. A

. 
1899

）.

（
91
）　Ibid.

〔
付
記
〕　

本
稿
は
、
特
許
庁
委
託
平
成
二
二
～
二
四
年
度
及
び
二
八
年
度
産
業
財
産
権
研
究
推
進
事
業
の
研
究
成
果
の
一
部
を
基
に
大
幅
加

筆
し
た
も
の
で
あ
る
。




